別添様式第２号

企画提案書

	１　法人等に関する事項

	(1) 法人等の概要

	
	ア　法人等の名称
	
	

	
	イ　所在地
	
	

	
	ウ　代表者の役職・氏名
	
	

	
	エ　設立年月日
	
	

	
	オ　設立目的
	
	

	
	カ　事業概要
	
	

	
	キ　従業員数
	
	

	
	ク　組織構成
	
	

	
	ケ　財務状況
（直近２事業年度）
	令和　　年決算
	令和　　年決算
	

	
(2) 主要事業、類似事業等の実施状況
　※　上記(1)カの事業概要について、詳細に主要事業、類似事業等を記載してください。













注１　欄が不足する場合は、別紙を追加すること。

	
２　提案の基本的な考えに関する事項

	(1) 今回の事業実施に係る全体的な考え方
※　電話相談を実施するに当たり、相談事業に関して基本的な考え方や方針等の事業全体の考え方を記載してください。






(2) 事業実施に当たり、最も重視する点
※　電話相談を実施するに当たり、最も重視する点を記載してください。







　 


注１　欄が不足する場合は、別紙を追加すること。　

	
３　電話相談の体制構築方針に関する事項

	※　電話相談を実施するに当たり、相談に応じる体制の全体像を記載してください。





	
４　相談員等の確保及び教育体制に関する事項

	(1)相談員等の確保
※　相談員及びスーパーバイザーをどのように確保するか、方策及び実現可能性について具体的に記載してください。





(2)教育体制
※　相談員の質を確保するため、相談員への事前研修や定期的な研修をどのように行うか等の教育体制について具体的に記載してください。




	
５　相談内容の報告及び緊急時の連絡体制に関する事項

	(1)相談内容の報告
※　相談者からの相談内容、相談に対する助言等の委託者への報告体制について具体的に記載してください。





(2)緊急時の連絡体制
※　相談者の生命の危機が推測される場合の報告連絡体制について具体的に記載してください。




	
６　情報セキュリティに関する事項

	※　相談内容の漏洩防止や、システムへの不正アクセス防止、個人情報保護など情報セキュリティについて、ソフト面、ハード面でどのような対策を行うかについて記載してください。




	
７　事業実施までのスケジュール

	※　契約締結後、事業実施までのスケジュール案を記載してください。




	
８　その他

	※　本企画案の説明事項があれば記載してください。




	９　相談事業に係る費用に関する事項

	
	区分
	金額(単位：円)
	内訳（積算根拠など）

	（1） 相談体制構築に係る経費

	①構築費
	
	

	②運営費
	
	

	③管理費
	
	

	小計　Ａ
	
	

	（2） 相談事業運営に係る経費

	①人件費
	
	

	②旅費
	
	

	③事務費
	
	

	④役務費
	
	

	⑤使用料及び賃借料
	
	

	⑥保険料
	
	

	⑦
	
	

	小計　Ｂ
	
	

	合計　Ａ＋Ｂ

	
	消費税抜額を記載。
ただし、免税事業者については仕入課税額が含まれる。

	消費税
	
	１０％
ただし、免税事業者は計上しないこと。

	合計
	
	





注１　免税事業者は、積算内容に仕入課税額分を計上すること。
注２　当該相談事業全体に関する費用について付随する経費も含めて記載すること。
注３　欄が不足する場合は、適宜各欄を広げる又は行を追加して記載すること。別紙追加可。
注４　契約にあたっては、改めて見積書の提出を依頼するため、本経費が契約金額となるわけ
ではない。
